
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

西 会 津 町 
 

保保存存版版  



 

 
 

 

 

 

 

 

 

西会津町まちづくり基本条例のあらまし ……………………… １ 

 まちづくり基本条例ってなに？ ………………………………… １  

 協働によるまちづくりを目指して ……………………………… ２  

 ５つの基本原則 …………………………………………………… ３  

 例えば、総合計画をつくるときは ……………………………… ４  

     

西会津町まちづくり基本条例（解説付き） …………………… ６ 

 はじめに …………………………………………………………… ６  

 第 １ 章 条例全体について（第 1 条－第 3 条） ………… ７  

 第 ２ 章 基本原則（第 4 条－第 8 条） ………………………  ８  

 第 ３ 章 町民（第 9 条・第 10 条）  ……………………… ９  

 第 ４ 章 議会（第 11 条・第 12 条）   …………………… １０  

 第 ５ 章 行政（第 13 条－第 15 条） ……………………… １１  

 第 ６ 章 まちづくりの目指すもの（第 16 条－第 18 条）… １２  

 第 ７ 章 行政運営（第 19 条－第 21 条） ………………… １３  

 第 ８ 章 町民参加のしくみ（第 22 条－第 26 条） ……… １４  

 第 ９ 章 情報共有のしくみ（第 27 条・第 28 条） ……… １５  

 第 10 章 連携（第 29 条－第 31 条） ……………………… １６  

 第 11 章 この条例の見直し（第 32 条） …………………… １７  

 附 則 ……………………………………………………………… １７  

 

 

 

イラスト わたなべふみ 

 

 

目目  次次  



 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

西西西会会会津津津町町町まままちちちづづづくくくりりり基基基本本本条条条例例例のののあああらららまままししし 

「まちづくり基本条例」は、町民みんなでまちづくりを

するための一番基本になるルールです。 
まちづくりを進めるときの考え方としくみが書かれてい

ます。 
まちづくりに関わる町民、議会、行政が、まちづくりを

進めるときに守らなければいけない決まりごとです。 

まちづくり基本条例ってなに？ 
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 わたしたち町民は、西会津町という地域でいっしょに暮らし、心豊かに健康で快適

に生活することができる地域社会をつくるために、まちづくり（＝自治）を行ってい

ます。いままでは、西会津町のまちづくりは役場がやるものというイメージを持って

いる人も多かったかもしれません。実際に社会のしくみも、国の決めたやり方に沿っ

て進められる中央集権型になっていて、本当は主役であるはずの町民がまちづくりに

関わる機会があまりありませんでした。しかし、少子高齢化や過疎化、環境問題など、

地域が抱える課題は、その地域によって様々で、全国一律の中央集権型のまちづくり

では解決は難しくなりました。このことから、それぞれの自治体が、その地域の実情

にあったまちづくりを行うために、出来るだけ国の関与を少なくして仕事や税金を地

方へ移すという「地方分権改革」が進められ、自分たちの町のことは自分たちが決め、

責任をもって運営していくという、本来の自治の姿を取り戻しつつあります。 
 このように町を取り巻く状況が大きく変わる中、西会津町は平成１６年９月に、他

の市町村とは合併しない「自立宣言」をしました。そして、これからの新しいまちづ

くりには、「町の憲法」のようなものが必要との考え方から基本条例づくりがスター

トし、条例づくりを担った「西会津町まちづくり委員会」の２年４ヵ月にわたる検討

作業を経て「西会津町まちづくり基本条例」が出来上がりました。 
これから西会津町は、まちづくり基本条例に基づき、まちづくりの主役である町民

と、町民からまちづくりの仕事を託された議会・行政が一体となって「協働によるま

ちづくり」を進めていきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

協働によるまちづくりを目指して 
 

２ 



 

 
 
       
 
 
 
 
まちづくりは次の５つの考え方を基本に進めます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                     
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

まちづくりは町民の参加・参画に

より進めます。行政は、町民が参

加しやすいしくみや制度をつくる

必要があります。 

町民がまちづくりに参加していく

ためには、まちづくりについての

情報の共有が不可欠です。行政は

積極的でわかりやすい情報提供に

努める必要があります。 

まちづくりに関わる町民・議会・

行政は、それぞれの役割を果たし

ながら協力してまちづくりを進め

ていきます。 

男女が互いの人権を大切にしなが

ら、いっしょにまちづくりを進め

ます。特にいままで少なかった女

性のまちづくりへの参加を進めて

いきます。 

まちづくりの主役は町民です。こ

の考え方を第一にまちづくりを進

めます。 

５つの基本原則 
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町民の皆さんに参加していただく検討

組織をつくって、役場職員といっしょに

計画案づくりを行います。 
この検討組織のメンバーの一部は公募

します。        （第２２条）

 

例えば、総合計画をつくるときは… 

まちづくりで一番基本となる計画「総合計画」をつくるときを例に、

まちづくり基本条例による町民参加をイメージしてみます。 

計画案を専門的な視点で調査・審議する

審議会についても、委員の一部を公募し

ます。 
このことにより、広く町民から人材を募

ることができます。    （第２３条）

総合計画とは… 

 総合計画は、まちづくりの目標や方向性を掲げ、それを実現するために各分

野（例えば、産業振興、生活環境の整備、教育、福祉 など）ごとにどのよう

な取組みを行っていくのかを定めたものといえます。町民、議会、行政が同じ

目標を持ってまちづくりに取組むために、これから町民参加でつくる総合計画

は重要な意味を持ちます。ちなみに、町のキャッチフレーズのようになってい

る「すべてにやさしい健康のまち にしあいづ」は、平成７年から現在までの

「新西会津町長期総合計画」に掲げられたまちづくりの目標です。 

町民参加による検討組織の設置 

審議会等委員の公募 
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総合計画づくりについては、「広報にしあ

いづ」や「さゆりチャンネル」などを使

って、町民の皆さんと情報を共有してい

きます。         （第２７条）

計画案がまとまったら、「町民懇談会」を

開催して直接町民の皆さんに計画案を説

明し、意見をいただきます。（第２４条）

計画が決定される前に、計画案を公表し

て町民の皆さんから意見をいただく「意

見公募」を実施します。  （第２５条）

このように、まちづくり基本条例では、いろいろな参加の方

法を定め、町民の皆さんが自分に合った参加をすることがで

きるようにしています。 
はじめは慣れないためにぎくしゃくしたり、なかなかうまく

いかないこともあるかもしれませんが、これらの作業を繰り

返すことにより、協働によるまちづくりは着実に育っていく

と考えます。 

町民懇談会の開催 

情報の共有 

意見公募 
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西会津町まちづくり基本条例は、「はじめに（前文）」と１１章３２条の条文ででき

ています。平成１９年１２月の町議会定例会で議決され、平成２０年４月１日スター

トします。 
 
 
 
 
 
私たちが暮らす西会津町は、緑豊かで美しい自然に恵まれ、その中で特色ある伝統

や文化、厚い人情が育まれてきました。この先人が築き上げ、発展させてきた西会津

町をさらに住み良く、魅力ある町として次の世代に引き継ぐことが求められています。 
このような中、町を取り巻く環境は大きく変化し、「自らのことは自らが責任をも

って判断し実行していく」地方分権の時代を迎えました。私たちは、この時代をしっ

かりとした足取りをもって歩むため、平成１６年９月に「西会津町自立宣言」を行い、

町民と議会と行政の三者が一体となった「協働によるまちづくり」を進めることにし

ました。 
私たちは、今こそ一人ひとりが積極的にまちづくりに参加し、ともに助け合い、「す

べてにやさしい健康のまち にしあいづ」を目指して、町民の英知を結集し、厳しく

ても力強く着実に前進していかなければなりません。 
そのため、愛する郷土西会津のまちづくりについて、町民が主役となり、町民と議

会と行政の三者が、互いに信頼を深め、それぞれが役割と責任を自覚し、「協働によ

るまちづくり」を進めていく基本的な考え方としくみを明らかにするため、ここに西

会津町まちづくり基本条例を制定します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

はははじじじめめめににに   

西西西会会会津津津町町町まままちちちづづづくくくりりり基基基本本本条条条例例例（解説付き） 

解 説 

 「はじめに」は、一般に前文と

呼ばれるもので、この条例をつく

ることになった経過や条例を定め

る目的、まちづくりへの決意など

を表現しています。文中の、町民

と議会と行政が一体となった「協

働によるまちづくり」は、まちづ

くりを進める上で最も基本となる

考え方です。 
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（目的） 
第１条 この条例は、西会津町を運営していく基本的な考え方としくみを定め、民主

的で開かれた協働によるまちづくりを進めることを目的とします。 
（用語の定義） 
第２条 この条例で使われる用語の定義は、次のとおりとします。 
（1）住民 町内に住所を有する者をいいます。 
（2）町民 町内に居住する者、町内で働く者、町内で学ぶ者、町内で事業を営むも
の及びその他町内で活動するものをいいます。  

（3）執行機関 町長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会及び固
定資産評価審査委員会をいいます。 

（4）町 住民、町議会及び執行機関によって構成される自治体をいいます。 
（条例の位置付け） 

第３条 この条例は、町の最も基本となる条例であり、町が他の条例等や計画を定め

るときは、この条例の規定を最大限に尊重するものとします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１章 条条条例例例全全全体体体にににつつついいいててて   

解 説 

 第１章では、この条例を読むときに

あらかじめ確認しておかなければい

けない条例の「目的」、条例の中で使

っている「用語の定義」、「条例の位置

付け」を定めています。 
 「用語の定義」の中では、住所のあ

るなしに関わらず、町内で暮す人、学

ぶ人、働く人、その他町内の事業所や

団体などを、広く「町民」として、こ

の条例の対象としています。 
 「条例の位置付け」では、「最も基

本となる条例」、「他の条例等や計画を

定めるときは、この条例の規定を最大

限に尊重するものとします。」という

文章で「町の憲法」（最高規範）であ

ることを表現しています。 
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（まちづくりの主役） 
第４条 まちづくりの主役は、町民とします。 
（町民参加） 
第５条 まちづくりは、町民の参加・参画により進めるものとします。 
（情報の共有） 
第６条 町民、議会及び執行機関は、まちづくりについての情報を共有していくもの

とします。 
２ 町は、町が保有する個人情報を適切に管理し保護するものとします。 
（協働） 
第７条 町民、議会及び執行機関は、それぞれの役割を果たし、相互に補完・協力し

ながら、協働によるまちづくりを進めるものとします。 
（男女共同参画） 
第８条 町は、男女が互いの人権を尊重し、まちづくりに共同で参画していく社会を

目指すものとします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 基基基本本本原原原則則則   

解 説 

 第２章では、まちづくりを進める上

で基本となる５つの原則を定めてい

ます。 
 まちづくりに関わる町民、議会、行

政は、まず、「まちづくりの主役は町

民」であることを踏まえ、「町民参加」、

「情報の共有」、「協働」、「男女共同参

画」という基本的な考え方に基づき、

まちづくりを進めることになります。

そうすることで、町民が中心となった

民主的な自治が実現していきます。 
 なお、この基本原則に基づくまちづ

くりを実践する方法として、「第８章

町民参加のしくみ」や「第９章 情報
共有のしくみ」を定め、実現性を高め

ています。 
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（町民の権利） 
第９条 町民は、次に掲げる権利を有するものとします。 
（1）まちづくりに参加する権利 
（2）議会及び執行機関が持つ情報を知る権利 
（3）法令等に基づき行政サービスを受ける権利 
（4）安全に、安心して暮らせる権利 
（町民の役割） 
第 10 条 町民は、まちづくりに関心を持ち、積極的に参加するよう努めるものとし
ます。 
２ 町民は、まちづくりの主役であることを自覚し、自らの発言と行動に責任を持つ

ものとします。 
３ 町民は、行政サービスに対し、法令等に基づき適正な負担をするものとします。 
４ 町民は、地域での活動について、町民同士協力して進めるものとします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３章 町町町   民民民   

解 説 

 第３章では、まちづくりの主役である

町民が持つ権利と役割について定めて

います。日本国憲法や地方自治法でも

人々が持つ権利や義務が定められてい

ますが、「町の憲法」であるこの条例で

も、町民の権利と役割を明らかにしてい

ます。 
 第９条、第１０条では、町民は、まち

づくりに参加する権利を持つと同時に

積極的に参加していくよう努める役割

があることを定めています。また、法令

等に基づき行政サービスを受ける権利

を持つと同時に、サービスに対して税や

手数料等の適正な負担をする役割があ

ることも定めています。このように、町

民の持つ権利と役割は、表裏一体の関係

にあると言えます。 
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（議会の責務） 
第 11 条 議会は、町民を代表して重要な意思決定を行う議決機関であるとともに、
執行機関が適正に行政運営を行っているかについて調査・監視をする機関とします。 

２ 議会は、議会の公正な運営と活性化に努めるものとします。 
３ 議会は、議会で決定されたことや審議されていることをわかりやすく町民に伝え

るよう努めるものとします。 
（議員の責務） 
第 12 条 議員は、町民の代表であることを自覚し、町民の意見集約に努めるものと
します。 
２ 議員は、常に広い視野を持ち、活動に必要な知識の習得と積極的な政策立案に努

めるものとします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第４章 議議議   会会会   

解 説 

 第４章では、協働によるまちづくり

の担い手の一つである町議会の責務

について、組織としての議会の責務

と、構成員である議員個人の責務に分

けて定めています。 
第１１条は、組織としての議会の責

務で、議会には町の重要な意思決定を

する議決機関という役割と行政運営

を調査・監視するという役割があるこ

とを明らかにしています。また、議論

の場である議会を活性化していくこ

とと、議会活動について町民へ説明す

る責務があることを定めています。 
 第１２条は、議員個人の責務で、町

民の代表であり、意見集約に努めなけ

ればならないことと、執行機関だけで

なく議員も積極的な政策立案に努め

る必要があることを定めています。 
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（執行機関の責務） 
第 13条 執行機関は、効率的で効果的な事務事業の執行に努めるものとします。 
２ 執行機関は、積極的な情報の公開に努めるとともに、政策や財政の内容について

町民にわかりやすく説明するものとします。 
（町長の責務） 
第 14条 町長は、この条例を守り、民主的な自治の確立に努めるものとします。 
２ 町長は、町民との対話を重視し、合意形成を図りながら、総合計画等に基づき、

誠実かつ公正な行政の執行に努めるものとします。 
３ 町長は、職員の能力向上に努めるものとします。 
（職員の責務） 
第 15 条 職員は、公共の福祉のため、誠実かつ公正な業務の遂行に努めるものとし
ます。 
２ 職員は、常に広い視野を持ち、職務に必要な知識及び技術の習得に努めるものと

します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                             
 
 
 
 
 
 
 
 

第５章 行行行   政政政   

解 説 

 第５章では、行政の組織である「執行機関」

と、行政の代表者である「町長」という職に就

く人、執行機関を補助する機関である「職員」

一人ひとりについて、それぞれの責務を定めて

います。 
 第１３条では、執行機関は、出来るだけ少な

い経費で、大きな効果を上げるよう努める必要

があることと、「第６条 情報の共有」の考え方
から、まず町民へのわかりやすい情報提供に努

めることを定めています。 
 第１４条では、町長は、この条例に基づき、

民主的なまちづくりに努めることと、補助とな

る職員の能力向上に努めることなどを定めて

います。 
 第１５条では、職員は、町民福祉向上のため、

誠実・公正に仕事を行うとともに、仕事に必要

な知識や技術を積極的に学び、身につけること

に努めることを定めています。 

１１ 



 

 
 
 
 
（こころ豊かな人を育むまちづくり） 
第 16 条 町は、地域に受け継がれる伝統文化を大切にし、未来を担う心豊かな人づ
くりに努めるものとします。 
（豊かで魅力あるまちづくり） 
第 17 条 町は、資源を活かした産業の振興により、地域経済の活性化と魅力あるま
ちづくりに努めるものとします。 
（人と自然にやさしいまちづくり） 
第 18 条 町は、美しい自然環境を守り、町民が生きいきと健康に、安心して暮せる
まちづくりに努めるものとします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第６章 まままちちちづづづくくくりりりののの目目目指指指すすすもももののの   

解 説 

 第６章では、町はどのようなまちづく

りを目指していくのかを定めています。 
 「第１６条 こころ豊かな人を育むまち
づくり」では、町にある伝統文化を守り

ながら、まちづくりの基本である「人づ

くり」を進めることを定めています。 
 「第１７条 豊かで魅力あるまちづく
り」では、町にある自然や文化、人材な

どさまざまな資源を活用して産業を活性

化し、魅力あるまちづくりを進めること

を定めています。 
 「第１８条 人と自然にやさしいまちづ
くり」では、町の美しい自然環境を守り

ながら、子どもから高齢者まで町民みん

なが健康で、快適に暮せるまちづくりを

進めていくことを定めています。 
 この章に定められたまちづくりの方向

に沿って、具体的にどのような取組みを

するのかは、第１９条に定められている

総合計画の中で、さらに詳しく計画され

ることになります。 
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（総合計画） 
第 19 条 町は、まちづくりの最も基本となる計画として総合計画を定め、これに基
づいてまちづくりを進めるものとします。 
２ 総合計画は、まちづくりの指針となる基本構想と、その構想に基づき策定される

基本計画により構成し、基本構想は議会の議決を経て定めるものとします。 
３ 町は、個別の計画を定めるときは、総合計画の考え方に沿って定めるものとしま

す。 
（財政） 
第 20条 町長は、将来を見据え、計画的な財政運営に努めるものとします。 
２ 町長は、わかりやすい財政状況の公表に努めるものとします。 
３ 町長は、効率的かつ効果的な予算編成と予算執行に努めるものとします。 
（行政評価） 
第 21 条 執行機関は、客観的な行政評価の制度を構築し、その運用に努めるものと
します。 
２ 行政評価の方法については、執行機関がこの条例の趣旨を踏まえて別に定めるも

のとします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第７章 行行行政政政運運運営営営   

解 説 

 第７章では、町民にとってより良い行政運営を行っていくために必要なしくみや考

え方を定めています。 
 第１９条では、総合計画をまちづくりの最も基本となる計画としています。総合計

画に基づき、町民、議会、行政が同じ思いでまちづくりを進めるためには、計画づく

りの段階から町民参加や情報共有に努める必要があります。 
 第２０条では、町の財政運営の考え方を定めています。税金や地方交付税などの収

入とまちづくりに必要な支出の見込みをしっかりと把握して、計画的な財政運営に努

めることを定めています。 
 第２１条では、より良い行政サービスを目指すために必要な行政評価のしくみをつ

くることを定めています。行政評価とは、ある事業の効果が計画どおり達成されてい

るかを、客観的に判断するもので、限りあるお金や資源で効果的なまちづくりをする

ために必要な制度です。いままでこのような行政評価の制度はありませんでしたが、

これから執行機関は出来るだけ効果的で町民にわかりやすい制度をつくっていく必

要があります。 
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（町民参加による検討組織の設置） 
第 22 条 執行機関は、まちづくりへの町民参加を進めるため、次に掲げる事項を検
討するときは、その都度町民参加による検討組織を設置するものとします。 
（1）総合計画の策定及び見直し 
（2）その他重要な政策等 
２ 検討組織を設置するときは、委員の一部を町民から公募するものとします。 
３ 検討組織の具体的な運営方法は、執行機関がこの条例の趣旨を踏まえて、設置の

都度定めるものとします。 
（審議会等委員の公募） 
第 23 条 執行機関は、附属機関である審議会等の委員を選ぶときは、法令で委員の
資格が定められている場合や個人情報に関わる場合など公募が適当でない場合を

除き、附属機関ごとに委員の一部を町民から公募するものとします。 
（町民懇談会の開催） 
第 24 条 執行機関は、総合計画やその他重要な政策等を定めるときは、広く町民の
意見を聞くため、町民懇談会を開催できるものとします。 
２ 町民懇談会の開催方法については、その都度別に執行機関がこの条例の趣旨を踏

まえて定めるものとします。 
（意見公募） 
第 25 条 執行機関は、総合計画やその他重要な政策等を定めるときは、決定する前
に広く町民に意見を求める意見公募を実施することができるものとします。 
２ 意見公募の方法については、執行機関がこの条例の趣旨を踏まえて別に定めるも

のとします。 
（住民投票） 
第 26 条 町長は、町の重要事項について、住民の意思を確認するため、住民投票を
実施することができるものとします。 

２ 住民投票は、投票の資格、投票の方法、投票の期日、投票結果の取扱い、その他

必要な事項について、その事案ごとに議会の議決を経て、別に条例で定め実施する

ものとします。 
 
 
 
 
 
 
 
 

町町町民民民参参参加加加のののしししくくくみみみ   第８章 

解 説 

 第８章では、「第５条 町民参加」を実現するためのいろいろなしくみを定めていま
す。実際に総合計画づくりなどに参加する検討組織（第２２条）や広く町民の意見を

聞くための町民懇談会（第２４条）、手紙や電子メールなどで意見が出せる意見公募

（第２５条）など、さまざまな制度を用意することにより、町民一人ひとりが自分に

あったまちづくりへの参加を選択できることになります。 
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（情報共有のしくみ） 
第 27 条 町民、議会及び執行機関は、広報紙、ケーブルテレビ、対話などを通じ、
まちづくりの情報を共有していくものとします。 
（情報公開のしくみ） 
第 28 条 議会及び執行機関は、情報の適切な管理に努め、簡便で迅速な情報公開制
度の構築に努めるものとします。 

２ 情報公開制度については、別に条例で定めるものとします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第９章 情情情報報報共共共有有有のののしししくくくみみみ   

解 説 

 第９章では、「第６条 情報の共
有」を実現するためのしくみを定め

ています。 
第２７条では、まちづくりの担い

手である町民、議会、執行機関は、

「広報 にしあいづ」やケーブルテ
レビ「さゆりチャンネル」のほか、

いろいろな会合などを通じてまち

づくりの情報を共有していくこと

を定めています。 
第２８条では、この条例の考え方

を踏まえ、情報公開条例を中心とし

た、開かれた情報公開制度をつくっ

ていくことを定めています。 
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（自治区等との連携） 
第 29 条 町は、最も身近なまちづくりを担う組織である自治区等と密接に連携して
いくものとします。 
（ボランティア等との連携） 
第 30 条 町は、まちづくりの重要な担い手であるボランティア等と密接に連携して
いくものとします。 
２ 町は、特定非営利活動法人やその他まちづくりに関する団体等と密接に連携して

いくものとします。 
（他地域との連携） 
第 31 条 町は、他地域の団体や人々との連携及び交流を促進し、その取組みをまち
づくりに活かすよう努めるものとします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 10章 連連連   携携携   

解 説 

 この条例では、主に町（自治体）が

行うまちづくりを対象としています

が、自治区やボランティア等もある一

定の地域やある特定の分野のまちづ

くりを担っています。このことから、

第１０章では、町と広くまちづくりを

担うさまざまな主体との連携につい

て定めています。 
 第２９条では、自治区や集落と、第

３０条では、ボランティアやＮＰＯと

密接に連携していくことを定めてい

ます。協働によるまちづくりでは、自

治区やボランティアは、重要な連携先

となります。  
 第３１条では、周辺市町村や友好都

市、その他の都市など、広く町外の人

や団体と連携・交流を進め、それら取

組みをまちづくりに活かすことを定

めています。 
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（この条例の見直し） 
第 32 条 町は、この条例が町政運営に適切に活かされているか、または社会情勢の
変化に合っているかを町民の参加により検討し、必要に応じて見直すものとします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ この条例は、平成２０年４月１日から施行します。 
２ この条例は、まちづくりの基本となる考え方やしくみを定めるものであることか

ら、誰からも親しまれ、また理解しやすいものとするため、わかりやすい表現にし

ました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 11章 こここののの条条条例例例ののの見見見直直直ししし   

解 説 

解 説 

 附則の１項では、一般の条例と同じように施行期日

（効力の発生する日）を定めています。この条例は平

成１９年１２月議会で議決され、同年１２月２５日に

公布（町民の皆さんにお知らせする行為）されていま

すが、３ヶ月ほどの準備期間をおき、施行日は平成

２０年４月１日としています。 
 ２項では、この条例が「です・ます調」を採用する

など、わかりやすさと親しみやすさにこだわってつく

られていることを説明しています。 

 この条例は、「町の憲法」ということで、まちづくりの考え方やしくみを定めたもの

であり、それほどひんぱんに見直しするものではありませんが、実際にまちづくりを

進める中で、社会情勢が変化したり、運用してみて不都合が生じるなど、見直しが必

要となる場合が考えられます。第３２条では、その際もこの条例の考え方に基づき、

町民参加で見直すことを定めています。 

附附附   則則則   
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